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　政府も，大学も，そして産業界も，「産学連携！ 産
学連携！」と長きにわたり連呼してきた。もちろん，
順調に進んでいる産学連携も確かにあり，そこからイ
ノベーション創出につながった例もある。しかし，大
学で起きる産学連携のほとんどは，企業から少額の資
金を得た大学の教員が少しばかり応用に向いた研究
を，しかも学生の手を借りて，進めているケースがほ
とんどである。これでは，なかなかイノベーションに
展開できる革新的な技術開発まではつながらない。本
稿では，まず産学連携のあり方を再考し，現状で何が
必要か，考えたい。

産学連携は変化している

　企業が大学と進める「産学連携」には，いくつかの
形（型）がある。大学に技術ライセンスをする仕組み

（Technology Licensing O�ce，TLOに相当する仕組み）が
大学内になかった大学法人化前は，大学教員（アカデ
ミア研究者）が開発した技術に興味をもった企業が，
発明者である大学教員に直接接触し，大学から（多く
の場合は教員から直接）技術譲渡を受けるかたちで技
術を企業に導出することも多かった。比較的安価に技
術譲渡を受けた企業は，自らの研究所内で技術を磨
き，商品化に結びつけて事業展開していった。そうい
った企業の多くは技術譲渡後も企業内研究者を大学研
究室に派遣したりして，教員と綿密な連絡を取りなが
ら事業展開を目指したため，これが産学連携の形のひ
とつであった。しかし，「日本版バイ・ドール法」がで
き，大学自ら TLO を持つようになると，大学が企業に
技術譲渡をすることは減り，むしろライセンス契約で
技術を導出するようになる。そうなると，ライセンス
契約の価格が上がる一方で，排他的（exclusive）な技術
譲渡とは異なり，非排他的（non-exclusive）な契約もあ
り得るため，企業は自らの研究所内で他社に知られな
いように独自に技術を磨くことが増えていくことにな
る。したがって，大学教員と連携を継続してきた従来

の産学連携の形にも，若干の変化が生まれてこざるを
得なくなった。
　さらに，国内企業がグローバル展開をせざるを得な
い時代が来ると，海外企業との競争を勝ち抜くため
に，よりスピード感をもって商品開発を迫られるよう
になった。また，企業内の研究所も息の長い基礎研究
から商品に直結する開発研究へ重点的に資金を投入せ
ざるを得ない。一方で，直面する課題の根本的な問題
を解決するためには，基礎・応用研究の重要性も無視
できない。したがって，企業が抱える課題をいち早く
解決してくれる技術開発を産学連携で行う，いわゆる

「課題解決型」連携研究の重要性が増してきたのだ。連
携先の大学教員が得意とする分野，あるいは開発した
技術を課題解決に応用し，課題解決への糸口を早く見
つけ出し，時には企業側が取り入れやすい技術へと改
良を加えて，最終的に企業に導出することが出口とな
る連携である。この形が，これから大学教員に期待さ
れる多くの産学連携の形になっていくだろう。
　グローバル競争に耐えうる事業ともなると，10 年先
の市場を見据えながら，企業自ら開拓するレベルのイ
ノベーションの必要性も出てくる。必然的に企業が要
望する課題は，益々複雑さ，困難さが今後増してくる
ことも避けられない。したがって，これまでのような
一研究室，個人商店的な産学連携では，課題を本質的
に解決することはできなくなる。つまり，複数の大学
教員（研究者）が知恵を出し合い，チームで企業のも
つ課題を解決する「チーム課題解決型」連携こそが，
企業にとっては大学との産学連携の最大メリットであ
ろう。オープンイノベーションというと，つい「大学
1 研究室」対「複数企業」というイメージを持ちがち
だが，実は逆，すなわち「大学複数研究室」対「1 企
業」も極めて重要な「学内オープン」産学連携である。

新たな産学連携の場が必要だ

　現在，こういった産学連携の場が大学にあるか，大
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学が持っているか，というとない。特定の研究領域に
特化した機能をもった施設をもつ大学はあるものの，
まだ芽が出ていない研究領域や学際領域の産学連携と
して新たにチームをつくる場として機能をもつ施設あ
るいは十分な体制を大学がもっているとは言い難い。
　「学内オープン」産学連携では，組織として「大学」
対「企業」の契約が不可欠になる。一般に大学教員は，
研究室で行った研究成果を会議で発表し，研究誌に論
文発表することを本質的なミッションとしている。し
かし，こういった産学連携では，それを主目的には一
般的にできない。特に複数の教員が産学連携に携わる
場合，当然各自の無断個別発表に細心の注意を払う必
要があるだけでなく，利益相反にも注意が必要であ
る。例えば，「学内オープン」産学連携に関わる教員
が，契約をしていない他企業と情報を共有したり，大
学内の他の教員と情報共有したりすることすらも，利
益相反になり得る。こういった複雑な利益相反をチー
ムに参画する教員が個々に管理するのは極めて難し
い。また，チームを編成する際に，大学の教員の 1 人
がリーダーシップを取り責任を全て負うことは，時間
的な制約からも非常に厳しいであろう。
　このような種々の問題点を総合的に考えると，「学
内オープン」産学連携を推進するためには，教員の研
究室から独立した研究ユニットを速やかに組める体制
が必要である。また，学務業務を兼務する教員自らが
リーダーになるのでなく，産学連携を総括的にみる専
門的なリーダーを置く必要もある。教員側からみる
と，チープレーバー的な学生をつかって産学連携をす
るのではなく，上記の産学連携のための専門的なリー
ダーの下，企業から提供される研究資金で雇用した実
施研究員を中心にチームを組むことが重要である。チ
ームに参画する教員は，研究顧問としての役割を果た
し，産学共同報告会で研究の方向性をしっかり確認
し，適切なアドバイスする重要な役割をユニット外か
ら果たす。ユニットの実施研究員は，参画教員の研究
室から出向し（あるいは企業から出向し）産学連携に
特化した開発研究を進める役割を担うため，雇用財源

は企業からの産学連携の研究資金となる。そのために
は，産学連携の研究資金も大型にならざるを得ないだ
ろう。逆に言うと，大学は企業と大型の産学連携を組
み，オープンイノベーションに挑む新たな機会と言える。

オープンイノベーション機構を新たな産学連携の場に

　従来，大学の産学連携本部あるいはそれに相当する
部署は，個々の教員（あるいは時には部局）と企業が
連携する際の契約を扱う部署であった。しかし，こう
いった大型の「学内オープン」産学連携を推進するに
は，産学連携本部が自ら産学連携研究開発，そしてオ
ープンイノベーションに直接関与していく必要があ
り，これまでの業務を大きく拡大していく必要があ
る。大学に「学内オープン」産学連携を推進するため
に，筆者は「オープンイノベーション機構」なる仕組
みを各大学に創ることを提案したい（図）。
　オープンイノベーション機構は，学務の担う部局を
超えた一種の部局，「産学連携部局」となるべきだろ
う。大学は，オープンイノベーション機構に産学連携
のリーダーとなるプログラムマネージャー（PM）を雇
用する。各 PM が専門性を生かして自ら企業のニー
ズ・課題を発掘し，自らあるいは学内のTLOから技術
情報を収集することで，適切な研究者から成るチーム
を編成する。契約で得た研究経費に関しては，この機
構に全ての使用権限を与える直接・間接経費特区にす
る。直接経費（実施研究員の雇用費を含む）は企業と
の連携による課題解決研究にあて，間接経費は PM の
雇用費にあてる。初期の PM 雇用費は大学の持ち出し
にならざるを得ないが，PM の活躍により企業との大
型連携につながっていけば，PM の雇用費は間接経費
で回せるようになる。さらには，パフォーマンスをベ
ースに PM の給与に反映させることは，PM のインセ
ンティブにもなろう。結果的に，大型連携から生まれ
る技術特許の導出（課題を提供し資金を提供した企業
が第一優先であるが，導出に至らなかった場合は別企
業への導出も模索する），場合によっては連携企業と
のスピンオフ企業の起業，といったイノベーションへ
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とつなげていく。それらによって得られたロイヤリテ
ィは，適切な割合で機構・大学本部・発明者と折半
し，機構の持ち分は機構の運営費とすべきである。
　では，オープンイノベーション機構がもたらす大学
教員，大学へのメリットは何か。まず，大学の基礎研
究と企業との産学連携研究を分離することで，本来の
アカデミア研究を守ることになる（これが一番重要だ
と筆者自身は考えている）。また，上記のロイヤリティ
から発生する大学本部の持ち分の一部は，その教員の
研究室に「紐無し研究費」として配分することで，基
礎研究に還元することも重要なインセンティブになり
得るだろう。また，大学にとっては，大型産学連携を
進めやすくなり，またイノベーションにつながる可能
性も高まる。何よりも，大学が担う社会貢献のミッシ
ョンを活性化することにつながることが大学にとって
は最大のメリットであろう。また，オープンイノベー
ション機構につくられるチームユニットは，「大学複
数教員」対「複数企業」の超大型産学連携を複雑な利
益相反に陥ることなく担うこともできる受け皿組織と
もなり得る。

おわりに

　日本の大学で起きる産学連携が「絵に描いた餅」に
ならないためにも，個人商店の小型産学連携から，オ
ープンイノベーション機構による大型産学連携へ，ま
た機構から生まれる新技術から破壊的イノベーション
すら生み出せるベンチャー企業創出へと，大学は踏み
出す必要がある。産業界から，またアカデミアから
PM になる人物が多数現れるかどうかは未知ではある
が，機構の運営の仕方によっては魅力的で且つ挑戦的
なポジションになることは間違いない。最後に，文部
科学省もオープンイノベーション機構の重要性を認識
し，補助金の計画をしていることを付け加えておきた
い。
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　今回の論説では，議論を生み出すためにかなりラデ
ィカルな提案をすることを決意し，筆を取った。
　昨今，日本の「研究力」が落ちているデータを様々
な場で目にする。そのデータの取り方には色々な議論
はあるにしても，台頭する他のアジア諸国に比較して
相対的に研究力が低下しているのは誰の目から見ても
明らかである。大学ランキングなどにあらわれるアカ
デミアの研究力低下だけでなく，グローバル競争が避
けられない「企業の研究力」の低下が深刻な事態であ
ることも無視できない。アカデミアに限って言えば，
確かに運営費交付金はこれまで国・文科省から毎年削
られ続け，いわゆるパーマネントポストに就く教員数
の現状維持は難しい。しかし，その分，競争的資金は
増えているし，また競争的資金あるいは別の補助金で
雇用される博士研究員や特任ポストは独法化前よりも
増えていることは事実である。もともと博士研究員の
増員は，十数年前に当時のトップ研究者と自負する先
生方らが研究力強化において不可欠だとその重要性を
主張し，大学と文科省が進めてきたことでもある。に
も関わらず，日本の研究力は明らかに低下している。
なぜだろうか。

何がこの十数年で大きく変わったか

　十数年前，いや，それ以前からも日本の大学の研究
力を支えてきたのは，教員の頭脳だけでなく，何より
も研究を推進する「学生たち」であった。今の学生た
ちがもつ研究への熱意は，筆者が大学院生だった時と
比較しても決して低くはない。しかし，筆者が大学院
生の頃と全く違うのは就職活動だ。今の学生たちは，
修士課程 1年の 12月頃から就職の心配をし始め，エン
トリーシートを書き込み，就職説明会に参加し，解禁
になるやいなや就職面接に出かける。就職活動期間が
短い学生でも1～2ヶ月，長い学生になると半年以上に
及ぶ。博士課程の学生は常時採用できると企業は言う
ものの，実質的には修士課程の学生とほぼ同じ就職面

接を受けているケースが多い。筆者自身は企業就職を
しなかったが，筆者が学生当時，企業に就職した同級
生たちはこんなに長く就職活動はしてはいなかった。
多くの場合，指導教員が薦める企業に面接に行き，そ
の場で決まって就職していった。
　もちろん，今と昔は違う。企業情報を簡単にインタ
ーネットサイトで得られ，多くの企業を比較して自分
に合った企業に就職することを否定するつもりはな
い。しかし，ようやく研究が本格化してくる修士課程
1年生の後半に就職活動で時間を取られ，人によって
は修士課程 2年生の夏頃まで就職活動に時間を費や
し，学生本人の研究力を向上させる貴重な時間を失う
のは実に惜しい。企業サイドからみても，まだ研究力
の未成熟な学生を評価し判断するのは難しく，結局そ
れ以外の能力，コミュニケーション能力やレスポンス
の良さ，といった観点で選抜するしかない（もちろん
これらの能力も重要ではあるが）。
　一方，この長い就職活動期間は，大学の研究活動に
大きな影響を及ぼす。先に述べたように，日本の大学
の最大の研究戦力は今も昔も学生たちなのだ。彼らの
研究力が成熟してくれればくれるだけ，研究のレベル
は上がるし，研究は確実に前進する。就職活動の長期
化だけが日本の大学の研究力の低下につながっている
とは言わないが，その 1つの要因であることは現役で
学生の研究・教育に携わる教員として筆者が感じてい
ることである。また，就職活動期間の前後で学生たち
が精神的にくたくたになり，大学に通学しなくなる事
態も昨今非常に多いことにも言及しておきたい。

就職活動時期を変え，修士課程の終了時期も変える

　ではどうしたらよいか。経団連はこれまでも就職の
解禁時期を試行錯誤してくれてはいるが，結局それで
も実質的な就職活動期間は大きく短縮されていない。
　したがって，経団連だけでなく，大学もこれを打破
するために何か自ら変革をすべき時期だと思う。ここ

理系人材の就職活動時期は見直せ！
●
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からが筆者の大胆な提案である。
　大学は，修士論文の提出と評価を修士課程 2年生の
12月で終わらせ，修士課程の残る 3ヶ月は完全にフリ
ーにする学務スケジュールに変更する。学生はこのフ
リーになった3ヶ月のみを就職活動にあてる。企業は，
この 1～3月の 3ヶ月で就職面接を行い，採用を決定す
る。学生は就職内定を貰った上で，3月末の修了式に
出席し，学業を終える。これを実現するためには，企
業はおそらく文系就職と理系就職を前期（当該年度の
4～8月）と後期（当該年度の 1～3月）に分けて採用
を行う必要はあろう。では，この就職活動スケジュー
ルのメリットは何か。
　第一に，学生は中断することなく修士課程で研究に
邁進でき，研究力を高められる。第二に，学生は修士
論文をすでに提出しているため，研究の意義や自らや
り遂げた成果を企業に説明できる。一方，企業は学生
自身が修士課程で培った研究力と人物を総合的に評価
し採用できる。また企業が望めば修士論文そのものを
目にすることもでき（ただし秘密保持の紳士協定は必
要であるが），その学生のデータ処理能力も判断材料
にできる。逆に言うと，学生は修士論文を真剣に書か
ざるを得なくなり，よりクオリティーの高い修士論文
を書くように努力するようになる。結果として，学生
の研究に対する真剣さも増すことになるだろう。これ
らは，博士課程の学生にも当然あてはまる。

推薦就職の復活

　では，デメリットは何か。学生にとっては 3ヶ月と
いう後ろが切られた期間に就職先を決定しなければな
らないプレッシャーをもつことになる。これは学生に
とってデメリットかもしれないが，企業も 3ヶ月で採
用者を決定しなければならず，むしろ採用決定のスピ
ードは上がり，学生は就活のプレッシャーから早く開
放されるだろう。一番大きな心配は，就職できなかっ
た学生が生まれるかもしれないことだ。企業でも同じ

く，採用数を満たすことができなかった企業が生まれ
るかもしれない。また企業にとっては競争による優秀
人材の獲得に失敗する懸念も残るかもしれない（これ
は今の就職スケジュールでも同じかもしれないが）。
　こういった懸念を払拭するために，筆者は推薦就職
の復活を願いたい。現在も，推薦就職という名のプロ
セスはあるものの，実質的にはいくつかあるレイヤー
の採用試験の初期段階を学生は回避できるだけで，過
去の推薦就職とは全く異なった形態をとっている。し
たがって，上記の懸念をもつ学生はもっと積極的に推
薦就職を活用し，また企業も同様に推薦就職を重視し
早く優秀人材を獲得するように動けばよい。

おわりに

　今回は筆者の理系人材就職に対する思いの本音を書
いた。この提案は日本全体の大学で同時に実行するこ
とが必要であり，実現はそう簡単なことではない。し
かし，筆者はこの変革は，大学も企業も多くのメリッ
トを見いだせる変革だと思う。日本の企業はずっと一
斉就職にこだわっているが，そのメリットは企業自体
にもほとんどないはずだ。にも関わらず，一斉就職を
止めることができないのであれば，もうこの提案しか
手立てはないと思う。今や海外企業の研究所が国内に
ほとんどなくなってしまっている現状を考えると，で
きないことはない提案だ。何よりも，この就職活動・
採用の変革で，大学はより優れた大学院生を育て社会
に送り出す本来のミッションを最大限遂行でき，結果
として企業も含めた日本全体の研究力アップにつなが
ることを筆者は期待してやまない。

Ⓒ2018 The Chemical Society of Japan
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では，この内容が当会にとって重要な意見として掲載するもの
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産学協議会の目的

　昨年1月，経団連と国公私立大学のトップが直接，意
見交換をする枠組みとして「採用と大学教育の未来に
関する産学協議会」（以下，産学協議会）が発足した。
　そもそものきっかけは，経団連が「採用選考の指針」
を策定しないと公表したことだったが，課題意識は，
単なる採用スケジュールではなく，Society 5.0 という
未来社会の姿を産学が共有した上で，新たな社会にお
いて付加価値を創出する人材を産学でいかに育成して
いくか，ということにあった。
　発足以来，1 年以上をかけて，協議会傘下の 3 つの
分科会で，求められる産学連携や大学教育，そして大
学で育成した人材を受け入れる側の企業における採
用・インターンシップのあり方について議論を重ね，
その成果を，3 月 31 日に開催された産学協議会で，産
学が取組む「10 のアクションプラン」を含む報告書

「Society 5.0 に向けた大学教育と採用に関する考え方」
（http://www.keidanren.or.jp/policy/2020/028_honbun.pdf）
としてとりまとめ公表した。
　以下に，その内容と産学に求められるアクションを
述べる。

Society 5.0で人材に求められる能力と大学教育

　産学協議会では，まず Society 5.0 で人材に求められ
る能力を整理した。Society 5.0 の人材には，最終的な専
門分野が文系・理系であることを問わず，リテラシー

（数理的推論・データ分析力，論理的文章表現力，外国
語コミュニケーション力など），論理的思考力と規範
的判断力，課題発見・解決能力，未来社会の構想・設
計力，高度専門職に必要な知識・能力が求められ，こ
れらを身に付けるためには，基盤となるリベラルアー
ツ教育が重要である（図）。また，こうした幅広い知識
と能力を身に付けるには，初等中等教育段階から始め
て，大学院レベルまでの教育が必要であること，さら
に「人生 100 年時代」において加速する技術革新によ
る知識の陳腐化を踏まえれば，社会に出てからも継続

的に大学等で体系的に学び直し，知識を更新していく
ことを，社会全体で慣習化し，奨励・評価していくこ
とが重要であることで合意した。

組織対組織による包括的な産学連携の推進

　求められる大学教育を実現するために産学が取り組
むべき事項としては，まず「組織対組織」による連携，
即ち，研究開発分野のみでなく，産学が研究と教育に
一体的に取り組み，包括的に連携する中で，ともに未
来の人材を育てていくという視点を持つことで合意し
た。特定の分野に限定した協働や，特定の個人の人脈
に依存した連携には限界がある。産学の複合的な連携
の中に，共同研究やインターンシップを，垣根を設け
ずに自然体で組み込み，その成果をさらに大学の教育
カリキュラムにフィードバックしていくサイクルを確
立することが望ましい。

リカレント教育推進における産学の課題

　一口にリカレント教育と言っても，その意味すると
ころは広範である。産学協議会では，Society 5.0 で活躍
する人材を念頭に，現在すでに企業等で働いている人
材の付加価値を高めるための教育，つまりはキャリア
アップやキャリアチェンジに資する教育を中心に議論
した。その結果，企業側，大学側，双方に課題がある
ことがわかった。
　企業側の課題としては，企業戦略に基づくニーズと
社員個人のニーズを対象・年齢・階層別などで整理で
きていないことである。企業側のニーズを整理した上

Society 5.0 の大学教育と採用の実現に向けて
●

Tomoko HASEGAWA　長谷川知子　一般社団法人日本経済団体連合会　SDGs本部長

図　Society 5.0で人材に求められる能力
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で，大学のリカレント教育に何を期待するのかを具体
化する必要がある。また経営トップが，社員の自律的
なキャリア形成と主体的な学びを重視する姿勢を打ち
出すこと，それに合わせて，社員の学び直しを奨励す
るようなインセンティブとなる評価体系や人事制度を
整備することが必要である。
　大学側の課題としては，①実務家教員を含む教員の
確保，②授業料収入が不安定な社会人向けプログラム
を財政的に持続可能にすること，③社会人向けプログ
ラムの広報や情報発信に関わる課題，などが指摘され
た。①については，大学側のニーズと企業側のニーズ
をマッチングするコーディネート機能の強化や，クロ
ス・アポイントメント制度の改善なども必要だろう。

大学教育改革に関わる政府への要望事項

　大学教育改革に関する政府への要望事項としては，
①絶対的人数が不足している AI やデータサイエンス
人材を増やすため，AI，数理統計，データサイエンス
学部等の新設を政策的に推進すること，②大学等と連
携した教育プログラムに企業が資金を拠出しやすくな
るような税制措置，③大学設置基準の見直し（設置認
可プロセスの迅速化，学部単位で規制されている定員
を大学単位での収容定員による管理とすること），④
大学の多様な財源確保のための制度・法的整備（大学
等に対する寄付促進のための措置の充実や，国立大学
の授業料設定の弾力化）などを指摘している。

Society 5.0における採用とインターンシップ

　産学協議会では，Society 5.0で求められる大学教育や
産学連携を検討した上で，大学で教育を受けた人材を
受け入れる企業に求められる採用やインターンシップ
の在り方について議論した。当初，現状を前提とした検
討では，目前の採用・就職スケジュールの議論から抜
け出せず議論が平行線となったため，2030 年の Society 

5.0 における学生の姿や企業の雇用形態，採用のあり
方を産学で共有し，そこからバックキャストして，そ
うした社会に混乱なく移行していくために，大学，企
業，政府に求められるアクションについて整理した。
　当面，企業には，大学における学修を尊重する採用
選考活動を行うとともに，採用選考に関する考え方を
説明し，情報開示を進めること，またすでに多様化・
複線化している企業の採用や雇用の実態を学生や保護
者が必ずしも理解していないことから，広く社会に周
知することが求められる。
　また，インターンシップについては，長期休暇期間
中に実施するとともに，いわゆる「ワンデーインター
ンシップ」の名称は使用しないことで合意した。

　その上で，今後は，インターンシップもより多様で
複線的になると予想されることから，産学と社会の間
で，インターンシップに関する新たな共通理解を確立
する必要があることで合意し，産学協議会で引き続き
検討することとした。
　さらに新たなインターンシップとして，大学院修
士・博士を対象とする，ジョブ型採用につながるイン
ターンシップの試行に協力することで合意した。
　修士・博士の現状について大学側からは，理工系で
は，就職・採用活動の早期化が教育や研究にマイナス
の影響を及ぼしていることや，博士後期課程への進学
率が低迷しイノベーションの中核を担う人材が不足し
ていること，人文社会科学系では，企業による採用が
少ないため進学希望者が減少し，欧米と比較して日本
が低学歴社会となる要因ともなっている等の指摘があ
った。一方，Society 5.0 を想定する場合，新たな分野で
イノベーションを起こす人材には，大学院以上の専門
性が望ましく，また大学院で専門性を身に付けた人材
はジョブ型雇用にも親和性が高い。そこで産学協議会
として，文部科学省と日本私立大学連盟から提案のあ
った，大学院修士 2 年生以上を対象とするジョブ型採
用に繋がるインターンシップの試行に協力することで
合意した。またこれに合わせて，現在，採用選考を目
的とするものは想定されていない政府の「インターン
シップの推進に当たっての基本的考え方」の見直しも
要望した。

産学協議会10のアクションプランの実践

　産学協議会では，Society 5.0 で求められる大学教育
や採用を実現するために，産学が取り組む事項を「10

のアクションプラン」に整理し，産学協議会を今後も
継続して，その実践をフォローアップしていくことで
合意した。
　報告書を公表した時期が丁度，日本における新型コ
ロナウイルス感染症の拡大時期と重なったが，今後，感
染症の混乱から日本が回復していく上でも人材育成は
鍵となる。産学協議会のメンバーからも「ピンチをチ
ャンスに」との発言があったが，今後，合意したアク
ションプランを産学で実践し，次世代にふさわしい大
学教育や採用に結び付けていくことこそが重要であ
る。アクションプランの進捗状況について，産学協議
会において評価検証し，改善のサイクルを回していく。

Ⓒ2020 The Chemical Society of Japan
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　今から 7 年程前の年末のころ，私のオフィスに博士
課程 3 年次の S 君が訪ねてきた。彼が唐突に言いだし
たことは，ある企業の研究開発の職に就きたいという
ことであった。私は，彼がアカデミアに残ることを希
望していると思っていた。そして，彼のために博士研
究員のポジションを用意していた。しかし，このよう
な本人の希望を聞いた以上，その希望を実現するため
に努力をすることが指導教員としての私の役目であ
る。私は早速，その企業の部長職の方に電話をお掛け
した。
　断られてしまうであろうことは百も承知であった
が，驚いたことに，「S 君が来たいと言ってくれている
なら，すぐに対応をしたい」とのお返事をいただいた。
その後，とんとん拍子に役員面接をしていただくこと
になり，S 君は 2 週間後には，その企業の研究所の研
究職として採用内定をいただいた。これまで，多くの
学生の就職活動を見てきたが，この 2 週間という就職
活動期間は，後にも先にも最短記録である。この記録
が生まれた背景には，その部長の方が，我々が 13 年程
前から進めてきた産学連携の教育プログラム「先端レー
ザー科学教育研究コンソーシアム（Consortium on Edu-
cation and Research on Advanced Laser Science: CORAL）」
を通じて，以前から S 君をご存知であったということ
がある。
　この CORAL プログラムとは，光科学分野を担い，
国際的に活躍する次世代の人材を育成することを目指
して，私と東京大学大学院工学系研究科の五神真教授

（現，東京大学総長）が中心となって進めた文部科学省
特別教育研究経費（教育改革）事業である。その特徴
は，理学系研究科と工学系研究科の連携体制のもとに
構築された理工連携事業であること，大学間単位互換
制度によって電気通信大学と慶應義塾大学の大学院学
生が受講できる大学間連携事業であること，そして，
先端光科学の分野において日本を代表する企業の研究
者・技術者の方々に大学のキャンパスに来ていただい

て，先端テクノロジーをふんだんに盛り込んだ実践的
な実験実習をしていただくという産学連携事業である
ことにある。S 君は CORAL プログラムを修士課程在
学時に受講し，博士課程の時には TA（ティーチングア
シスタント）として CORAL の実験実習を支援してい
た。そのため，その実験実習を担当しておられた企業
の部長の方が S 君を良く覚えていて下さったのであ
る。
　2007 年の CORAL 発足時に最初に参加を表明して下
さったアイシン精機株式会社，キヤノン株式会社，浜
松ホトニクス株式会社，三菱電機株式会社をはじめ，
現在では 20 社を超える企業が CORAL に参加企業とし
て名を連ねて下さっている。先程の S 君のほかにも，
このプログラムを受講したことや，TA として参加し
たことがきっかけとなり，CORAL の参加企業に就職
が決まる大学院生が後を絶たない。このことは，企業
の研究者・技術者の方々から直接指導を受けること
が，学生たちに大きなメリットとなっていることを示
している。学生たちは，このプログラムに参加するこ
とを通じて，企業の研究者・技術者の方々がどのよう
な姿勢で先端的な研究開発に携わっておられるかを知
ることができる。そして，それは学生たちが自分の将
来の進路を思い描くときに大変良い参考になってい
る。
　毎学期の終わりに，大学側の委員と企業側の委員が
集まり，CORAL 教務委員会を開催している。そこで
は，1 学期間の講義と実験実習の状況を報告し合い，
プログラムを更に充実させるために意見交換を行って
いる。その議論を通じていつも思うことは，企業の研
究者・技術者の方々が，大学の教育に関わることを非
常にポジティブに捉えて下さっているということであ
る。参加企業の研究者・技術者の方々は，CORAL の
講義と実験実習のために多くの時間を割いて準備をし
て下さっている。そして，実験実習では大変熱心に学
生を指導して下さっている。教務委員会やその後の意

産学連携教育プラットフォーム 
――就職への道
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見交換会では，この CORAL に参加することが，その
企業の若手研究者・技術者にとって，良い経験となっ
ているというご意見を度々伺っている。
　この産学連携の教育プログラムが，大学院生にとっ
ても，また参加企業側にとっても大きなメリットとな
っていることが年を追うごとに明らかになってきた。
しかし，一方で，私が所属する専攻において，エント
リーシートを数多くの会社に出して就職活動をしたも
のの，なかなか内定を取れず，就職活動に非常に長い
時間を費やす大学院生がいることも事実である。実
際，就職活動のために，研究に取り組む時間が少なく
なってしまって，期待した程の成果が挙げられないま
ま修士課程を修了せざるを得なくなるという大学院学
生もいる。もし，CORAL 型の産学連携教育の仕組み
を，光科学・光技術に関わる分野だけでなく，化学，
電気，情報，マテリアル，エネルギー，資源，バイオ，
創薬，食品などの分野へと更に発展させ広げることが
できれば，大学院生の就職活動の形を大きく変える可
能性があり，修士課程における研究の充実化にも大き
く資するのではないかと考えている。
　私は本年 1 月 9 日に日本化学会の産学交流事業であ
る「第 23 回就職交流会」に私の所属する専攻の就職担
当教員として出席した。この交流会では，前半に大学
の就職担当教員が企業のブースを回り，後半に企業の
人事担当の方が大学の学科・専攻のブースを回ること
になっている。当日は，35 社と 35 大学（49 学科・専
攻）の出席があり大変盛況であった。私はその内 15 社
の方々とお話をすることができた。各企業での2021年
度の募集人員や，各企業がどのような人材を求めてい
るかなど，様々な情報を企業の人事担当の方々から伺
うことができて大変有意義な会合であった。
　この就職交流会の際，私から企業の人事担当の方々
に，「我々の専攻では，大学院の修士課程の学生のため
に産学連携講義を開講することを検討しているが，そ
のシラバスを作る段階から参加していただけるか」と
いう質問をした。この私からの質問に，ほとんどの方
が極めてポジティブな反応を示して下さった。そし
て，具体的なプランができたところでぜひ声をかけて

欲しいとのご意見をいただいた。それぞれの企業にお
いて，修士課程を修了する学生がこれだけは学んでき
て欲しいという知識や技術があるはずである。この知
識や技術を講義科目のシラバスに体系的に組み入れる
ことができれば，学生たちは，その講義を受講するこ
とによって，基礎研究とその成果の産業界での展開に
ついて俯瞰的な視座を得ることができると期待され
る。
　就職交流会での意見交換の中で，私の所属する学
科・専攻の卒業生がその企業で活躍していることが話
題となり話が弾むという場面が度々あった。そして，
その時の会話がきっかけとなり，ある企業の責任ある
立場の方が，その後，同窓生として私のオフィスを訪
ねて下さった。その方は，久しぶりに大学のキャンパ
スを訪問されたことを大変喜ばれた。同じ学科を卒業
した同窓生どうしであったので，我々は共通の知人の
話や産学連携教育の話題で盛り上がった。そして，そ
の方は，学生の就職だけでなく教育についても協力し
たいと仰って下さった。私は，同窓生のネットワーク
が大学側と企業側の人と人との結びつきを，より強固
なものとしてくれることを確信した。
　私は，産学連携型の教育事業を通じて「基礎科学に
対する十分な理解を持ち産業界との連携に明確な視座
を持つ若手人材」を育成することは，我が国の科学技
術のさらなる発展に資するものであると考えている。
そして，この人材育成において，すでに社会で活躍し
ている同窓生のネットワークを活用することができれ
ば，産学連携型の人材育成の内容を更に充実したもの
とすることができると考えている。今，我々は，大学，
企業，同窓会が連携して運営する教育プログラムであ
る「産学連携教育プラットフォーム（仮称）」の構想を
実現するために準備を進めているところである。

Ⓒ2020 The Chemical Society of Japan
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